
 

 

議案第２号 
 
 

平成２７年度北広島市一般会計補正予算（第４号） 
 
 
 平成２７年度の北広島市一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところ

による。 
 
 （歳入歳出予算補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ２８４，２０８千円を増額

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２４，８３９，９００千円とす

る。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
 （繰越明許費補正） 
第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 
 （地方債補正） 
第３条 地方債の追加は、「第３表 地方債補正」による。 
 
 
 
 
  平成２８年２月１５日提出 
 
                   北広島市長 上 野 正 三 
 
 



第１表　歳入歳出予算補正

歳  入 (単位：千円)

款 項

15 国庫支出金 4,299,798 201,479 4,501,277

 1 国庫負担金 2,514,011 4,864 2,518,875

 2 国庫補助金 1,728,603 196,615 1,925,218

16 道支出金 1,508,124 2,528 1,510,652

 1 道負担金 916,401 2,528 918,929

20 繰越金 239,019 36,001 275,020

 1 繰越金 239,019 36,001 275,020

22 市債 3,418,800 44,200 3,463,000

 1 市債 3,418,800 44,200 3,463,000

24,555,692 284,208 24,839,900

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計



歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 議会費 206,276 563 206,839

 1 議会費 206,276 563 206,839

 2 総務費 2,024,212 53,907 2,078,119

 1 総務管理費 1,323,600 53,907 1,377,507

 3 民生費 8,067,383 201,184 8,268,567

 1 社会福祉費 3,412,967 185,576 3,598,543

 2 児童福祉費 2,330,238 15,608 2,345,846

12 職員費 3,879,156 28,554 3,907,710

 1 職員費 3,879,156 28,554 3,907,710

24,555,692 284,208 24,839,900

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計



第２表　繰越明許費補正

償還方法

起債の日から30年以
内（据置期間を含む。)
において償還する。
ただし、必要に応じ繰
上償還することができ
る。

証書借入

又　は

証券発行

年6.5％以内（ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる政府資
金及び地方公共団
体金融機構資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率）

起債の方法 利率

44,200
情報通信基盤設備整備事
業債

限度額起債の目的

（追加）

2,679

（単位：千円）

３ 民生費

款

２ 児童福祉費

項 事　業　名

保育所運営経費（利用者負担軽減措置対応システム
改修事業）

金　額

３ 民生費

第３表　地方債補正

（追加）
（単位：千円）

１ 社会福祉費 臨時福祉給付金等給付事業 185,576

２ 総務費 １ 総務管理費 情報通信基盤設備管理事業 53,907



歳入歳出補正予算事項別明細書

（一般会計補正予算第４号）

平成２７年度



 



総括

(歳　入) (単位：千円)

款

15 国庫支出金 4,299,798 201,479 4,501,277

16 道支出金 1,508,124 2,528 1,510,652

20 繰越金 239,019 36,001 275,020

22 市債 3,418,800 44,200 3,463,000

24,555,692 284,208 24,839,900

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計



歳入
15款 国庫支出金

 1項 国庫負担金

目

 1 民生費国庫負担金 2,514,011 4,864 2,518,875

計 2,514,011 4,864 2,518,875

15款 国庫支出金

 2項 国庫補助金

 1 総務費国庫補助金 272,835 9,700 282,535

 2 民生費国庫補助金 111,497 1,339 112,836

 7 臨時福祉給付金等給付事業補助金 117,824 185,576 303,400

計 1,728,603 196,615 1,925,218

16款 道支出金

 1項 道負担金

補 正 前 の 額 補 正 額 計

 1項 道負担金

 1 民生費道負担金 910,771 2,528 913,299

計 916,401 2,528 918,929

20款 繰越金

 1項 繰越金

 1 繰越金 239,019 36,001 275,020

計 239,019 36,001 275,020

22款 市債

 1項 市債

 1 総務債 445,300 44,200 489,500

計 3,418,800 44,200 3,463,000

22 市債22 市債



（単位 ： 千円）

節   

 2 児童福祉費負 4,864 施設型給付費等負担金 4,864

担金

 1 総務管理費補 9,700 地方公共団体情報セキュリティ強化対策費補助金 9,700

助金

 2 児童福祉費補 1,339 幼児教育無償化事業補助金 1,339

助金

 1 臨時福祉給付 185,576 臨時福祉給付金等給付事業補助金 185,576

金等給付事業

補助金

区 分 金 額
説 明

 2 児童福祉費負 2,528 施設型給付費等負担金 2,528

担金

 1 繰越金 36,001 前年度繰越金 36,001

 2 総務管理債 44,200 情報通信基盤設備整備事業債 44,200



総括

(歳　出)

款

 1 議会費 206,276 563 206,839

 2 総務費 2,024,212 53,907 2,078,119

 3 民生費 8,067,383 201,184 8,268,567

12 職員費 3,879,156 28,554 3,907,710

24,555,692 284,208 24,839,900歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計



(単位：千円)

0 0 0 563

9,700 44,200 0 7

194,307 0 0 6,877

0 0 0 28,554

204,007 44,200 0 36,001

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 道 支 出 金 地 方 債 そ の 他



歳出
 1款 議会費

 1項 議会費

目

 1 議会費 206,276 563 206,839 563

計 206,276 563 206,839 563

 2款 総務費

 1項 総務管理費

13 情報化推進 240,024 53,907 293,931 国庫支出金 44,200 7

費 9,700

計 1,323,600 53,907 1,377,507 国庫支出金 44,200 7

9,700

 3款 民生費

 1項 社会福祉費

 6 臨時福祉給 126,406 185,576 311,982 国庫支出金 0

付金等給付 185,576

事業費

国道支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

計 3,412,967 185,576 3,598,543 国庫支出金 0

185,576

 3款 民生費

 2項 児童福祉費

 2 保育総務費 897,672 15,608 913,280 国庫支出金 6,877

6,203

道支出金

2,528

計 2,330,238 15,608 2,345,846 国庫支出金 6,877

6,203

道支出金

2,528



（単位 ： 千円）

節       

 3 職員手当等 563 議会運営経費 563

職員手当等 563

18 備品購入費 53,907 情報通信基盤設備管理事業 53,907

備品購入費 53,907

11 需用費 1,027 臨時福祉給付金等給付事業 185,576

13 委託料 4,879 需用費 1,027

19 負担金補助 179,670 委託料 4,879

及び交付金 その他委託 4,879

区 分 金 額
説 明

及び交付金 その他委託 4,879

負担金補助及び交付金 179,670

その他 179,670

13 委託料 3,967 保育所運営経費 2,679

20 扶助費 11,641 委託料 2,679

その他委託 2,679

教育・保育施設給付事業 11,641

扶助費 11,641

広域入所児童委託事業 1,288

委託料 1,288

その他委託 1,288

3 民生費3 民生費



12款 職員費

 1項 職員費

目

 1 職員給与費 3,879,156 28,554 3,907,710 28,554

計 3,879,156 28,554 3,907,710 28,554

国道支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源



（単位 ： 千円）

節       

 2 給料 4,200 職員給与費 28,554

 3 職員手当等 18,650 給料 4,200

 4 共済費 3,941 職員手当等 18,650

19 負担金補助 1,763 共済費 3,941

及び交付金 負担金補助及び交付金 1,763

人件費的性格なもの 1,763

区 分 金 額
説 明

12 職員費12 職員費



 



給与費明細書

地方債に関する調書



１  特別職

報酬 給料
期末手当

（年間支給率）
地域手当

7,017

（3.15月分）

35,422

（3.15月分）

その他 28 12,477

計 52 105,537 18,434 42,439

6,905

（3.1月分）

34,859

（3.1月分）

その他 28 12,477

計 52 105,537 18,434 41,764

長  等 0 0 112

議  員 0 0 563

その他 0 0

計 0 0 0 675

備考         １     長等とは、市長及び副市長をいう。
                2

２  一般職

  （１）  総括

2

22

長  等

議  員 22 93,060

議  員

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

93,060

18,434

補正後

補正前

扶養手当

732

比  較

18,538

60,109 732

地域手当区分

39,339

39,339

60,109

寒冷地手当

0

期末勤勉手当

0

区分

補正後

補正前

16,756

656,585

436

436

職員数(人）

(  48  )

比  較

職員手当の
内 訳

補正後

補正前

比  較

0

673,341

(  48  )

長  等 2 18,434

給 与 費

給 与

区分

補正後

補正前

1,164,820

1,146,282

職員数（人）区分

1,747,012

比  較

（    ）内は再任用短時間勤務職員等の数（外数）

4,200

    その他には、地方公務員法第３条第３項第１号の規定により、就任について 議会
（公平委員会委員３人、固定資産評価審査委員会委員３人、選挙管理委員会委員

給料 職員手当

1,742,812

(  0  )

0



（単位：千円）

寒冷地手当 その他の手当 計

退 6,257  福13  公26

12,477 12,477

234 166,644 53,561 220,205

退 6,257  福13  公26

12,477 12,477

234 165,969 53,555 219,524

0 112 6 118 退　0　福　0   公 0

563 0 563

0 0

0 675 6 681

（単位：千円）

退 　362,240   福   1,530

公   3,493

退 　360,487   福   1,520

公   3,493

退　 1,753  福   10

公 　0

通勤手当 住居手当 管理職手当
時間外勤務

手当
特殊勤務

手当
【参考】児童手当

20,618 58,000 55,269 191,382 2,100 30,330

20,618 58,000 55,269 189,600 2,100 30,330

0 0 0 1,782 0 0

宿日直手当 夜勤手当 休日手当 単身赴任手当 災害派遣手当

0 2,600 31,000 0 0

0 2,600 31,000 0 0

0 0 0 0 0

127,919 48,242 176,161

234 25,573 5,313 30,886

31,004

128,482 48,242 176,724

25,685

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

234

共済費 合計 備考

備考

3,506,747

5,319

明 細 書

費

2,911,832

3,935

計
共済費

26,673

2,889,094 3,480,074

合計

の選挙、議決又は同意を必要とする職に限定して給与費を記載した。
４人、監査委員２人、農業委員会委員１２人、教育委員会委員４人）

22,738

590,980

594,915



  （２） 給料及び職員手当の増減額の明細

4,200 給与改定に伴う増減分 4,200

18,538 制度改正に伴う増減分 16,195

その他増減分 2,343

  （３）給料及び職員手当の状況

   ア   職員１人当たり給与  （単位：円）

一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職

319,584 320,710 388,750 -

343,772 351,138 417,750 -

42歳3月 41歳7月 51歳9月 -

296,875 301,313 314,223 -

321,014 331,725 347,024 -

42歳7月 41歳7月 44歳3月 -

備考  再任用短時間勤務職員等を除く。

区                      分

区               分

給               料

増    減    額

職     員     手     当

増    減    事    由    別    内    訳

27年１月１日
現 在

26年１月１日
現 在

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢



（単位：千円）

給与改定分 4,200 給与改定の状況

給料の改定率 給料表を平均０．４％引上げ

給与改定実施時期

勤勉手当率改定 16,195 人事院勧告に基づき12月分の勤勉手当率を0.1月引上げ

給与改定に伴う増額分 2,343 人事院勧告の給料表の改定に伴う各種手当の増額分

   イ  初任給 （単位：円）

区                  分 学   歴 消防職 教育公務員 技能労務職

高校卒 144,600 144,600 -

大学卒 176,700 176,700 -

高校卒 - - -

大学卒 - - -

144,600

176,700

144,600

一般行政職

備                                                       考説             明

｛
平成２７年４月

北広島市の制度
176,700

国   の   制   度



   ウ   級別職員数              （   ）内は再任用短時間勤務職員等の数及び構成比（外数）

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
10 2.9 1 1.1 -     -               -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
35 10.1 4 4.5 0.0 -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
13 3.8 5 5.7 1 50.0 -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
144 41.6 34 38.7 1 50.0 - -
（31） （100） (-) (-) (-) (-) (-) (-)
61 17.6 28 31.8 -               -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
38 11.0 7 8.0 -     -               -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
45 13.0 9 10.2 -     -               -     -     

（31） （100） (-) (-) (-) (-) (-) (-)
346 100 88 100 2 100 - -
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
10 2.9 1 1.1 -     -               -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
33 9.6 4 4.5 -     -               -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
15 4.4 4 4.5 1 33.3 -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
146 42.6 36 41.0 1 33.3 - -
（16） （100） (-) (-) (-) (-) (-) (-)
71 20.7 26 29.5 1 33.4 -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
37 10.8 10 11.4 -     -               -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
31 9.0 7 8.0 -     -               -     -     

（16） （100） (-) (-) (-) (-) (-) (-)
343 100 88 100 3 100 - -

（級別の標準的な職務内容）

区分

１級 定型的な業務を行う職務

２級 相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

３級 主任の職務

１　主査等の職務

２　困難な業務を処理する主任の職務

５級 課長等の職務

１　消防署長等の職務

２　困難な業務を処理する課長等の職務

１　部長等の職務

２　困難な業務を処理する消防署長等の職務

７級

６級

級

消防職

６級

７級

区       分

４級

２７年１月１日
現 在

２６年１月１日
現 在

教育公務員

２級

職 務 の 内 容

技能労務職

３級

５級

１級

計

一般行政職

４級

７級

６級

計

４級

３級

２級

１級

５級



   エ   昇給   

合     計 一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職

１号給 3 1 2 0 0

２号給 50 45 5 0 0

３号給 20 15 5 0 0

４号給 332 259 70 3 0

93.1% 93.3% 92.1% 100.0% -

１号給 4 2 2 0 0

２号給 56 48 7 1 0

３号給 18 14 4 0 0

４号給 337 264 71 2 0

95.4% 95.6% 94.4% 100.0% -

 備考   職員数欄には再任用短時間勤務職員等を含まない。

   オ   期末手当・勤勉手当              （  ）内は再任用職員等の支給率

支給期別支給率 支給率

６月（月分） １２月（月分） 計

（1.000) (1.200) (2.20)

1.975 2.225 4.20

（1.000) (1.150) (2.15)

1.975 2.125 4.10

（1.000) (1.200) (2.20)

1.975 2.225 4.20

有

有

補　正　前

国の制度

3

区       分

補
　
正
　
後

比率(B)/(A）

号給数
別内訳

職員数
0

405 320 82 3 0

補
　
正
　
前

職員数
435 343

昇給に係る職員数

（ A ）

昇給に係る職員数

（ B ）

比率(B)/(A）

号給数
別内訳

区        分
職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

補　正　後 有

435 343 89

84 3

0
（ A ）

0
（ B ）

89 3

415 328



   カ   定年退職及び勧奨退職に係る退職手当              

２０年勤続 ２５年勤続 ３ ５ 年 勤 続 最 高 限 度 そ の 他 の

の者 の者 の者 加 算 措 置

（月分） （月分） （月分） （月分） 等

定 年 前 早

期 退 職 特

支給率等 25.5563 34.5825 49.59 49.59 例措置

（2%～45%

加算）

定 年 前 早

期 退 職 特

国の制度 25.5563 34.5825 49.59 49.59 例措置

（支給率等） （2%～45%

加算）

   キ   地域手当              

   ク   特殊勤務手当          

全職種 一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職

   ケ   その他の手当        

区       分

扶養手当

支給最高限度額 月額 27,000 円

基礎控除額 月額 11,000 円

持家住宅 月額 9,000 円

交通機関等利用者 実費支給

交通用具使用者 通勤距離に応じて定額支給

3% 18.5%

18.5%

0 1 1

北海道内は札幌市に在勤する職員 東京都特別区に在勤する職員国の指定基準に
基づく支給率（％）

北広島市 札幌市（北海道への派遣等） 国への派遣等

（２７年１月１日現在）

0.6%

0.0%

0.1% 0.0%

区                  分

異

異

住居手当

通勤手当

差      異      の      内      容

防疫作業手当　行旅死病人取扱従事手当  消防業務手当
野犬掃とう業務手当　災害応急対策等派遣手当

同

国の制度との異同

手当の名称

-

-

支給対象職員の比率（％）

0.0%

75.0% 0.0%

給料総額に対する比率（％）

15.1%

備     考

支給対象地域

支給率（％）

支給対象職員数（人）

区     分

0% 3%



地方債の２５年度末及び２６年度末における現在高並びに
２７年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）

２５年度末 ２６年度末 ２７年度末

現在高 現在高 起債借入見込額元金償還見込額 現在高見込額

１　普通債 14,290,873 14,430,079 2,639,000 1,610,814 15,458,265

（１）総務債 2,537,902 2,452,428 489,500 152,692 2,789,236

うち庁舎 0 38,200 445,300 0 483,500

（２）民生債 573,089 514,797 22,500 57,801 479,496

（３）衛生債 1,566,068 1,880,084 438,000 55,415 2,262,669

（４）農林水産業債 140,160 105,855 0 31,198 74,657

（５）商工労働債 159,840 145,420 0 14,420 131,000

（６）土木債 4,863,099 4,983,804 648,000 757,115 4,874,689

うち道路橋梁 2,190,987 2,278,249 361,900 374,482 2,265,667

うち公園 460,959 463,634 46,600 63,834 446,400

うち街路 479,315 415,896 38,600 76,008 378,488

うち区画整理 483,206 326,328 0 134,567 191,761

うち公営住宅 997,776 1,267,775 200,900 89,047 1,379,628

（７）消防債 535,538 583,186 8,000 37,396 553,790

（８）教育債 3,099,093 2,801,723 733,000 365,935 3,168,788

うち学校 2,372,331 2,046,061 588,600 205,484 2,429,177

（９）繰上償還借換債 45,080 6,960 0 6,960 0

（１０）市場公募債借換債 771,004 955,822 300,000 131,882 1,123,940

２　災害復旧債 7,200 10,700 19,100 888 28,912

３　その他 9,595,975 10,131,273 1,026,600 564,526 10,593,347

（１）臨時財政特例債 0 0 0 0 0

（２）減税補填債等 744,199 543,757 0 91,931 451,826

（３）臨時財政対策債 8,851,776 9,587,516 1,026,600 472,595 10,141,521

23,894,048 24,572,052 3,684,700 2,176,228 26,080,524

２７年度起債借入見込額は、平成２６年度繰越未収入特定財源地方債を含む。

合　　　　　　計

区　　　　分
２７年度中増減見込


